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〔参考〕東京都市計画地区計画の変更（北区決定） 
都市計画赤羽台周辺地区地区計画を次のように変更する。                       
 

名  称 赤羽台周辺地区地区計画 
位  置※ 北区赤羽台一丁目・赤羽台二丁目・赤羽台三丁目及び赤羽西一丁目各地内 
面  積※ 約２５．８ｈａ 

地区計画の目標 

計画地は、大宮やさいたま新都心と東京都心部を結ぶＪＲ埼京線・京浜東北線をはじめとした５路線が乗り入れる、交通

の要衝であるＪＲ赤羽駅に近接した中高層住宅地に位置し、高い利便性と緑豊かな潤いある良好な住環境を備えた地区であ

る。 

「北区都市計画マスタープラン２０２０」において、赤羽台周辺地区は、「地区連携拠点」として位置づけられ、地域の

生活利便機能や公共サービスの集積を促進しつつ地域間移動のための交通結節機能の強化を進め、持続可能な生活圏を形成

するとしている。さらに、にぎわいや交流を生む「都市中心拠点」である赤羽駅周辺に近接する地区であることを踏まえ、

地域の特色に応じた都市機能の立地誘導を図り、新たな交流と価値の創出を目指していく。 

現在、地区内では老朽化した団地の建替えや小・中学校跡地の利活用が進められ、東洋大学による学部開設等により、地

区内の土地利用や人の流れも大きく変化しつつある。 

また、近年、大規模水害への対策の必要性が高まっている中で、駅から高低差の大きい当地区へのアクセス路が狭あいか

つ急こう配となっており、避難上の課題となっている。 

本地区計画は、これらの社会情勢の変化や地域が抱える課題に柔軟に対応していくため、住宅団地の建替えによる良好な

住環境の整備をはじめ、防災機能の強化、教育・文化・子育て支援機能の充実を図り、快適で生活利便性の高い、魅力ある

都市環境の形成を図ることを目標とする。 

あわせて、未活用地の土地利用転換に合わせ、大規模水害時に備えた広域的な避難経路の拡充を図る。 

このため、本地区計画では、以下の基本方針に沿ってまちづくりを推進する。 

 

１ 良質な住宅の供給、生活利便施設や歩行者ネットワークの整備等による多様な世代が安心して快適に暮らせる住宅市街

地の形成 

２ 教育・研究施設や子育て支援施設等の誘導による、地区内外の人が集まり活動する教育・文化・子育て支援等の拠点形

成と、それら機能と連携した交流の場の形成 

３ 地域の歴史を継承しながら地区内外へ情報発信する歴史継承・発信拠点の形成 

４ 快適性や防災性、環境的な魅力の向上に資する公園、オープンスペース等の整備、崖や擁壁の安全対策、崖線緑地の保

全等による緑豊かでゆとりある住環境の形成 

５ 大規模水害時に備えた広域的な高台避難経路の整備による周辺地区も含めた防災性の向上 
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土地利用の方針 

本地区を以下に区分し、土地利用の方針を定める。 

１ 中高層住宅地区 
多様で良質な中高層の都市型住宅の整備を誘導するとともに、住民生活を支える教育、保育施設及び地域活性化に資

する施設等を適切に配置する。 
敷地内の緑豊かなオープンスペースの確保や、まとまった緑を有する近隣公園を整備する。 
スターハウス型住棟他を保存活用するなど、住宅団地の歴史・景観の継承と未来の暮らしを志向する「情報発信施設」

の整備を進め、北区の発展を支えた住宅団地を中心とした魅力あるまちづくりを全国に発信する。 
２ 中高層住宅複合Ａ地区 

地域の生活の拠点として必要とされる多様な生活利便施設や、生活利便施設を併設する良質な中高層の都市型住宅の

整備を誘導することで、住民生活を支える良好な住宅複合市街地を形成する。 
３ 中高層住宅複合Ｂ地区 

都市中心拠点である赤羽駅周辺に近接する地区にふさわしい、多様で良質な中高層の都市型住宅、子育て支援施設を

中心とした生活利便施設等の立地を誘導する。 

あわせて、本地区の新しい顔づくりの一環として、後背地の土地利用転換や既存経路の混雑緩和・分散を目的に地区

内外から赤羽駅方面への歩行者ネットワークを形成するための昇降機等バリアフリーに配慮したアクセスルートを新

設するとともに、自転車利用環境を整え、快適で利便性の高い住宅複合市街地を形成する。また、歩行者の安全を確保

するため、滞留空間となる広場の整備を図る。 

   さらには、大規模水害時に備えた広域的な高台避難のための新たな避難経路の整備を図る。 

４ 教育・文化地区 
大学等の教育・研究施設との連携強化を図り、地域の生涯学習の場や開かれた交流の場を創出し、地域の活性化に寄

与する教育・文化拠点を形成する。   

地区施設の整備の方針 

１ 幹線道路に接続し地区周辺の車両交通及び日常生活の主軸として、交通を円滑に処理する区画道路１、２号の適切な維

持・保全を図る。また、地区内の歩行者交通の安全に留意し、大規模な土地利用により生じる交通をはじめ、地区内外の

交通を円滑に処理する区画道路３、４号の整備を図る。 

２ 区画道路を補完し、生活利便性、防災性の向上に資する通路の整備を図る。通路１号は、歩行者の安全を確保しつつ、

地区内交通を円滑に処理するよう整備を行う。通路２号から５号及び８号は、安全で快適な歩行環境を確保するとともに、

緑と共存する憩いの空間となるよう整備を行う。通路６、７号は、既存の並木等を活かし、景観の連続性に配慮した空間

を形成するとともに、地区内住民の交流及びコミュニティ活動の場を形成するよう整備を行う。 

３ 防災性や快適性、環境的な魅力の向上に資する、地区内住民の憩いの場となる広場の整備を図る。 

４ 道路等に面して壁面の位置を制限するとともに、当該壁面後退区域の一部を環境緑地として定め、樹木等による緑化を

行う。 

５ 地区外後背地へのアクセス利便性を高めるとともに、大学立地や住宅整備などに伴う地区内の昼・夜間人口の増に対応

し、安全で快適な赤羽駅方面への歩行者ネットワークを形成するため、公共空地を維持・保全するとともに、昇降機や歩

行者が安全に往来できる適切な幅員の階段の設置等バリアフリーに配慮した駅周辺と本地区を結ぶ新たなアクセスルー

トの整備を図る。また、新たなアクセスルート及び近接した歩道の歩行者の安全を確保するため、滞留空間となる広場の5



整備を図る。 

  さらには、本ルートを大規模水害時に備えた広域的な高台避難のための新たな避難経路と位置づけ、周辺地区の防災性

の向上を図る。 

６ 地区内の道路交通の支障となっている区道上の指定自転車置き場は、道路交通の円滑化を図るとともに、自転車利用者

の利便性の向上を図るため、新たに中高層住宅複合Ｂ地区の駅付近に駐輪場を整備する。   

建築物等の整備の方針 

１ 利便性の高い良好な市街地環境の創出、教育・文化機能の集積による地域の活性化を図るため、建築物等の用途の制
限を定める。 

２ ゆとりある住環境の維持と周辺環境と調和した緑豊かな街並みを形成するため、建築物の敷地面積の最低限度、建築
物等の高さの最高限度及び壁面の位置の制限を定める。 

３ 秩序ある街並みの形成を図るため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。 

４ 避難時の安全性の向上と緑豊かで魅力的な景観形成を図るため、垣又はさくの構造の制限を定める。 

その他当該区域の整備、開

発及び保全に関する方針 

 地区内の貴重な樹木・緑地資源の保全に努めるとともに、地区全体の緑の創出に努める。また、既存の擁壁及び擁壁に
固定された柵等については機能の保全と街の景観に留意し、必要な更新等を図る。 

地
区
整
備
計
画 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考 

道 路 

区画道路１号※ １２ｍ 約４７０ｍ 既設 

区画道路２号※ １２ｍ 約３８０ｍ 既設 

区画道路３号 ７．５ｍ 約７１０ｍ 既設 

区画道路４号※ ８ｍ 約１４０ｍ 既設（再整備） 

広 場 

名 称 面 積 備 考 
広場１号 約５，３００㎡ 既設 

広場２号 約１，１００㎡ 既設 

広場３号 約１，３００㎡ 新設 

広場４号 約２００㎡ 新設 

広場５号 約７６０㎡ 新設 

その他の公共空地 

名 称 幅 員 延 長 備 考 

通路１号 １２ｍ 約５２０ｍ 既設（再整備） 

通路２号 ７ｍ 約１４０ｍ 既設、緑地を含む幅員 

通路３号 １２ｍ 約１９０ｍ 既設、緑地を含む幅員 

通路４号 １２ｍ 約１００ｍ 新設、緑地を含む幅員 

通路５号 １２ｍ 約２０ｍ 既設、緑地を含む幅員 

通路６号 １２ｍ 約１１０ｍ 既設、緑地を含む幅員 

通路７号 １２ｍ 約１５０ｍ 既設（再整備)､緑地を含む幅員 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

地区施設の整備の方針 
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通路８号 ６ｍ 約１１０ｍ 新設、緑地を含む幅員 
環境緑地 １ｍ 約２，０００ｍ 新設 

名 称 面 積 備 考 

公共空地１号 約１，２００㎡ 既設 

公共空地２号 約５００㎡ 既設 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の区分 
名称 中高層住宅地区 中高層住宅複合Ａ地区 中高層住宅複合Ｂ地区 教育・文化地区 

面積 約１７．３ｈａ 約１．２ｈａ 約２．２ｈａ 約５．１ｈａ 

 

 

 

 

 

建築物等の 

用途の制限 

※ 

次に掲げるものは建築してはならない。また、用途を変更する場合においては、これを準用する。 

― 

建築物の避難階の部分の主た

る用途が次に掲げるもの以外

の建築物 

１ 店舗、事務所等の商業・

業務施設 

２ 病院、診療所、老人ホー

ム等の医療・福祉・介護施

設 

３ 公益上必要な施設として

区長が認めるもの 

１ 住宅（戸建及び長屋） 

２ 神社、寺院、教会そ

の他これらに類する用

途の建築物 

３ 自動車車庫 

ただし、建築物に付

属するものを除く。 

大学、高等専門学校、専修学

校、幼稚園、小学校、中学校、

高等学校、図書館以外の用途の

建築物 

ただし、上記施設に関連する

施設として区長が認めるもの

を除く。 

建築物の 

敷地面積の最低限度 

１，０００㎡ ３００㎡ ３００㎡ ― 

ただし、次のいずれかに該当するものについては適用しない。 

１ 本地区計画の決定告示日において敷地面積が最低限度未満の土地で、現に建築物の

敷地として使用されている土地又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築

物の敷地とし、かつその全部を一の敷地として使用する土地 

２ 本地区計画の決定告示日以後に公共施設の整備により、敷地面積が最低限度未満と

なった土地 

３ 公益上必要な建築物の敷地として、区長が認める敷地 

― 

建築物等の高さの 

最高限度 

敷地面積が３，０００㎡未

満の場合は、３０ｍとし、敷

地面積が３，０００㎡以上５，

０００㎡未満の場合は、４５

ｍとする。 

３０ｍ ― 

地
区
整
備
計
画 
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壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱は、計画図３に示す壁面線を越えて建築してはならない。 

 ただし、次に掲げるものについては適用しない。 

 １ 地盤面下に設けられる建築物又は建築物の部分 

 ２ 建築物の出入口に設置する庇及びこれを支える柱、歩行者の安全性及び快適性を確保するために必要な庇、屋根、手

すりその他これらに類するもの 

 ３ 歩行者の回遊性及び利便性を高めるために設ける階段、エレベーター等の昇降施設及びこれらに設置される屋根、柱、

壁その他これらに類するもの 

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限 

建築物等の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、街並み景観に配慮するなど周辺環境と調和したものとする。また、屋外広

告物は、安全な歩行者空間と良好な都市景観を確保するため、設置位置、形態・規模・意匠などについて十分配慮がなされ

たものとする。 

垣又はさくの構造の

制限 

道路、通路、公園等に面する部分に設ける垣又はさくの構造は、生垣その他これに類する植栽や透視可能なフェンス等と

する。ただし、地盤面からの高さ０．４ｍ以下の部分及び門柱、門袖又は法令等の制限上やむを得ないものについてはこの

限りでない。 

土地の利用に 

関する事項 

１ 環境緑地は、原則として計画図２に示す範囲に対し、その長さの１／２を超える部分を緑化するものとし、道路等

の見通しや敷地の開放性を妨げない範囲で良好な景観となるよう植栽を行うものとする。ただし、車両等の出入り口

が確保できない場合など、やむを得ない理由があるときは、敷地内に同等の緑化を行うことでこれに代えることがで

きる。  

２ 崖線の緑等、現に存する緑は保全に努めることとし、安全上支障がある場合などやむを得ない場合については必要な

措置を講ずるとともに、それに代わる樹木等の整備を行う。 
※は知事協議事項 

「地区計画の区域、地区の区分、地区施設の配置、壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」 
（理由）「地区連携拠点」として位置づけられ、さらに「都市中心拠点」に近接する区域にふさわしい土地利用の誘導や地域の生活利便機能の促進、緑豊かで

良好な住環境の維持・増進を図るため、地区計画を変更する。 
 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 
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都市計画の案の理由書  
 
１  種 類 ・ 名 称  

  東 京 都 市 計 画 地 区 計 画  赤 羽 台 周 辺 地 区 地 区 計 画  

 

２  理  由  

  本 地 区 は 、 Ｊ Ｒ 赤 羽 駅 に 近 接 し た 中 高 層 住 宅 地 に 位 置 し 、 高

い 利 便 性 と 緑 豊 か な 潤 い あ る 良 好 な 住 環 境 を 備 え た 地 区 で あ

る 。  

東 京 都 が 定 め る「 都 市 計 画 区 域 の 整 備 、開 発 及 び 保 全 の 方 針 」

に お い て は 、 地 域 の 特 性 と 将 来 像 を 踏 ま え た 都 市 づ く り を 進 め

て い く 「 新 都 市 生 活 創 造 域 」 内 に あ り 、 隣 接 す る 桐 ケ 丘 地 区 と

と も に 、「 赤 羽 台・桐 ケ 丘 」地 域 と し て 位 置 づ け ら れ て い る 。当

該 地 域 内 に お け る 大 規 模 団 地 の 建 替 え に 当 た っ て は 、 団 地 内 と

周 辺 の 環 境 に 配 慮 し つ つ 、 土 地 の 有 効 利 用 が 進 め ら れ る と と も

に 、 生 活 利 便 施 設 な ど の 立 地 が 誘 導 さ れ 、 良 好 な 住 環 境 を 有 す

る 生 活 の 中 心 地 を 形 成 す る と さ れ て い る 。ま た 、｢北 区 都 市 計 画

マ ス タ ー プ ラ ン 2020 ｣で は 、赤 羽 台 周 辺 地 区 を 、「 地 区 連 携 拠 点 」

と し て 位 置 づ け 、 地 域 の 生 活 利 便 機 能 や 公 共 サ ー ビ ス の 集 積 を

促 進 し つ つ 、 地 域 間 移 動 の た め の 交 通 結 節 機 能 の 強 化 を 進 め 、

持 続 可 能 な 生 活 圏 を 形 成 す る 方 針 で あ る 。 さ ら に 、 に ぎ わ い や

交 流 を 生 む 「 都 市 中 心 拠 点 」 に 近 接 す る 地 区 で あ る こ と を 踏 ま

え 、 地 域 の 特 色 に 応 じ た 都 市 機 能 の 立 地 誘 導 を 図 り 、 新 た な 交

流 と 価 値 の 創 出 を 目 指 し て い く 。  

  現 在 、 地 区 内 で は 、 団 地 の 建 替 え が 行 わ れ て お り 、 良 質 な 住

宅 の 供 給 を 行 う と と も に 、 建 替 え に 併 せ て 、 道 路 ・ 公 園 等 の 適

切 な 再 配 置 、 整 備 が 順 次 進 め ら れ て い る 。 ま た 、 小 ・ 中 学 校 跡

地 の 利 活 用 が 進 め ら れ 、東 洋 大 学 に よ る 学 部 開 設 や 未 活 用 地 の

土 地 利 用 転 換 等 に よ り 、 地 区 内 の 土 地 利 用 や 人 の 流 れ な ど 、 ま

ち の 様 相 が 大 き く 変 化 し て い る 。  

  こ の よ う な 状 況 を 踏 ま え 、「 都 市 中 心 拠 点 」に 近 接 す る 区 域 に

ふ さ わ し い 土 地 利 用 の 誘 導 や 緑 豊 か で 良 好 な 住 環 境 の 維 持 ・ 増

進 を 図 る た め 、約 25.8 ヘ ク タ ー ル の 区 域 に つ い て 、赤 羽 台 周 辺

地 区 地 区 計 画 を 変 更 す る 。  
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都市計画の案に対する意見書の要旨 

 

東京都市計画地区計画 赤羽台周辺地区地区計画の変更に係る都市計画の案を、都市計画法（以下「法」という。）第２１条第２項において準用

する法１７条第１項の規定に基づき、令和３年１０月１３日から１０月２７日までの２週間公衆の縦覧に供したところ、法第２１条第２項におい

て準用する法１７条第２項の規定による意見の提出はなかった。 

 

都市計画の種類及び名称 

東京都市計画地区計画 赤羽台周辺地区地区計画 

 

意 見 書 の 要 旨 北 区 の 見 解 

Ⅰ 賛成意見に関するもの（なし）  

 

 

 

 

Ⅱ 反対意見に関するもの（なし）  

 

 

 

 

Ⅲ その他の意見（なし）  
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都市計画の原案に対する意見書の要旨と見解 

東京都市計画地区計画 赤羽台地区地区計画に係わる都市計画の原案を、都市計画法第１６条第２項の規定に基づく、東京都北区地区計画等の

案の作成手続きに関する条例第２条の規定により、令和３年４月９日から４月２３日までの２週間公衆の縦覧に供したところ、同条例第４条の規

定による、同年４月３０日までの３週間の期間中に１通（１名）の意見書の提出があった（利害関係を有しない者からの意見書１通（１名）を含

む）。その意見書の要旨及び北区の見解は次の通りである。 

都市計画の種類及び名称  

① 東京都市計画地区計画 赤羽台周辺地区地区計画 

 

意 見 書 の 要 旨 北 区 の 見 解 

Ⅰ 賛成意見に関するもの  （なし）  

Ⅱ 反対意見に関するもの  （なし）  

Ⅲ その他の意見  １通（１名）  

(１)  基本方針であげられている災害時における避難場所等として

のオープンスペースなど防災機能の確保については、ある程度の

建物の高度利用を図り低層部の自由度を向上させることがより

良いオープンスペースの確保・防災機能の向上に繋がると考えて

おり、広場から見たときに、まちの入口に大きな壁ができるよう

な圧迫感を軽減するためには、高度地区の変更は『第３種高度地

区』への変更ではなく、『制限なし』への変更とした方が適切だ

と考える。 

 

 

 

 

(１)  本地区は、大規模災害時には、周辺の広域な地域の避難場所に

指定されていることから、学校跡地やＵＲ都市機構が所有する用

地の活用にあたってはオープンスペースの確保など、防災機能の

向上に役立つ土地利用を図る必要があると考えております。これ

らを実現するために、赤羽台周辺地区地区計画の変更では、土地

利用の方針や地区施設の整備の方針の中で、広場や新たな避難経

路の整備について位置づけております。 

また、赤羽台周辺地区は「北区都市計画マスタープラン２０２

０」において「地区連携拠点」として位置づけられ、良好な住宅ス

トックの活用・再生を誘導するとともに、生活利便機能などの立

地を促進し、持続可能な生活圏の形成を図るとされています。こ

れらを踏まえ、東京都による「用途地域等に関する指定方針及び

指定基準」に基づき、用途地域、高度地区の指定を行っておりま

すので、『第３種高度地区』への変更は適切と判断しています。な

お、圧迫感をやわらげることは、都市景観上、大切と考えており

ます。 16
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(２)  Ｂ地区の一体活用を検討する際に、日影規制変更予定区域が用

途地域変更予定区域と同範囲となる場合、Ｂ地区の周辺(特に北

東側)は道路と線路敷による日影規制の緩和を想定しても、日影

規制の変更前の３時間―２時間の規制が影響する部分(第一種中

高層住居専用地域部分)が残ってしまい、計画に影響するのでは

ないか。 

 

 

 

 

 

 

 

(３)  Ｂ地区の「土地利用の誘導イメージ」の中で、土砂災害の防止

等を図るための崖や擁壁の安全対策と記載されているが、一体活

用のスケジュール(予定)の中のどこで擁壁の安全対策を図ろう

と考えているのか。また、どのような対策を図る予定なのか。 

 

 

 

 

(４) Ｂ地区の「土地利用の誘導イメージ」の中で、安全対策を施す

べき擁壁は、子育て支援拠点と都市型住宅のそれぞれの敷地にか

かっているように見えるが、都市型住宅建築後に分譲が行われた

後のメンテナンス責任はどう考えているのか。擁壁の管理責任を

考えると、子育て支援拠点と都市型住宅をまとめて民間事業者に

整備させた方が良いと考える。 

(２) 日影規制の趣旨として、計画建築物が敷地周囲に生じさせる日

影の時間を規制することにより、日照等の居住環境を保護する目

的があります。日影による中高層の建築物の高さの制限は、建築

基準法第 56 条の 2 により、用途地域等によって規制値等が定め

られております。東京都の「用途地域等に関する指定方針及び指

定基準」では、用途地域等の変更に当たり、原則として地区計画

を定めることとしており、本地区計画区域外の用途地域変更は適

切ではないと考えております。したがって、今回、用途地域変更

を予定している地域周辺の日影規制値の変更は行わない計画で

す。 

 

 

 

(３) 令和３年度から令和４年度にかけて行う予定の、旧校舎解体工

事、埋蔵文化財調査、土壌汚染対策工事と合わせて、土砂災害の

防止等を図るための崖や擁壁の安全対策について検討を行って

まいります。 

 

 

 

 

(４)  土地の譲渡範囲については、未定ですが、譲渡後の管理責任等

も踏まえ、土砂災害の防止等を図るための崖や擁壁の安全対策及

び整備について検討を行ってまいります。 
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(５)  昇降機等のバリアフリー施設は、公共の所有物として維持管理

していくのか。都市型住宅を分譲した場合、バリアフリー施設が

確実に維持管理されていくことは難しくなることもあるのではな

いか。 

 

 

 

 

 

(６)  高さ約１０ｍの擁壁の一部を撤去し、広場とつなげるとあるが、

擁壁の撤去には非常にコストがかかるものと察する。利便向上や

高台避難等の視点から考えた場合、擁壁を広い範囲で撤去した方

が良いと思うが、譲渡先の民間事業者としては、擁壁撤去を低コ

ストに小規模なもので済ませてしまうように思うが、区としては

どのように考えているのか。 

 

(５) 区とＵＲ都市機構の所有地の一体活用を図るため、両土地の譲

渡先民間事業者を共同で公募するとともに、譲渡先民間事業者に

は本地区が有するまちづくり上の課題解決に資するバリアフリ

ー化を伴う新たなアクセスルート等の整備を条件として付して

まいります。バリアフリー施設等の所有管理主体については、現

段階では未定ですが、将来に渡り適切に維持管理されるよう公募

開始までに検討してまいります。 

 

 

(６) 区とＵＲ都市機構の所有地の一体活用を図るため、両土地の譲

渡先民間事業者を共同で公募するとともに、譲渡先民間事業者

に、本地区が有するまちづくり上の課題解決に資する擁壁の一部

撤去を含めた広場整備を誘導したいと考えております。そのた

め、赤羽台周辺地区地区計画の地区施設(広場４)に位置付けると

ともに、擁壁撤去に関わる公募条件についても今後検討してまい

ります。 
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第２９３号議案「東京都市計画用途地域の変更に

ついて（赤羽台周辺地区地区計画関連）」（東京都

決定）に関する資料 
 

 

 

 

 

 

 

（１）諮問文（写）                    ・・・・１ 

（２）概要書                       ・・・・２ 

（３）位置図                       ・・・・３ 

（４）意見照会文（写）                  ・・・・４ 

（５）計画書                       ・・・・５ 

（６）総括図                       ・・・・８ 

（７）計画図                       ・・・・９ 

（８）都市計画の案の理由書                ・・・・10 

（９）都市計画の案に対する意見書の提出状況について【参考】】・・・・11 

 

資 料 ２ 





 

 

概要書 

 

東京都市計画用途地域の変更について 

 

１ 都市計画の種類及び名称 

   東京都市計画用途地域 （東京都決定） 

（北区分・赤羽台周辺地区地区計画関連） 

 

２ 位  置 

   北区赤羽台一丁目、赤羽台二丁目、赤羽台三丁目及び赤羽西一丁目各地内 

 

３ 決定内容 

  【別紙】「計画書」、「総括図」、「計画図」のとおり 

 

４ 決定理由 

  【別紙】「都市計画の案の理由書」のとおり 

 

５ 意見要旨と見解 

【別紙】「都市計画の案に対する意見書の提出状況について【参考】」のとおり 

       

６ これまでの経過と今後の予定 

令和３年 ３月２９日 都市計画原案の説明会に代わる動画配信 

 ８月２３日 北区案の申し出 

 ９月２７日 東京都知事からの意見照会（収受） 

（回答：令和３年１１月２２日予定） 

 １０月１３日～ 

１０月２７日 

都市計画の案の公告・縦覧 

 １１月１２日 北区都市計画審議会 

 １２月２２日 東京都都市計画審議会 

令和４年 １月２４日 都市計画の決定告示 

2





4

写



東京都市計画用途地域の変更（東京都決定） 

 

都市計画用途地域を次のように変更する。                （北区分） 

種 類 面 積 容積率 建蔽率 

外壁

の後

退距

離の

限度 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築

物の

高さ

の限

度 

備 考 

 

第 一 種 

低 層 住 居 

専 用 地 域 

小 計 

約   ha 

― 

以下 

― 

以下 

― 

 

ｍ 

― 

 

㎡ 

― 

 

ｍ 

― 

約  ％ 

― 

 

 

 

第 二 種 

低 層 住 居 

専 用 地 域 

小 計 

約   ha 

 21.6 

 

 

 21.6 

以下 

15/10 

以下 

6/10 

ｍ 

― 

㎡ 

― 

ｍ 

12 

約  ％ 

1.2 

 

 

1.2 

 

 

 

第 一 種 

中高層住居 

専 用 地 域 

小 計 

約   ha 

283.8 

204.3 

 12.8 

500.9 

以下 

15/10 

20/10 

30/10 

 

以下 

6/10 

6/10 

6/10 

 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

 ｍ 

― 

― 

― 

約  ％ 

15.6 

11.2 

0.7 

27.5 

 

 

 

第 二 種 

中高層住居 

専 用 地 域 

小 計 

約   ha 

  3.4 

 

 

  3.4 

以下 

20/10 

 

以下 

6/10 

 

ｍ 

― 

 

㎡ 

― 

 

ｍ 

― 

 

約  ％ 

0.2 

 

 

0.2 

 

 

 

第 一 種 

住 居 地 域 

 

小 計 

約   ha 

290.2 

134.8 

  3.5 

428.5 

以下 

20/10 

30/10 

40/10 

 

以下 

6/10 

6/10 

6/10 

 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

― 

約  ％ 

15.9 

7.4 

0.2 

23.5 

 

 

 

第 二 種 

住 居 地 域 

 

小 計 

約   ha 

 31.0 

  5.4 

 

 36.4 

以下 

20/10 

30/10 

以下 

6/10 

6/10 

ｍ 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

約  ％ 

1.7 

0.3 

 

2.0 

 

 

 

 

 

 

 

種 類 面 積 容積率 建蔽率 

外壁

の後

退距

離の

限度 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築

物の

高さ

の限

度 

備 考 

 

準住居地域 

小 計 

約   ha 

― 

以下 

― 

以下 

― 

 

ｍ 

― 

 

㎡ 

― 

 

ｍ 

― 

約  ％ 

― 

 

 

 

近 隣 商 業 

地 域 

小 計 

約   ha 

157.8 

 84.7 

242.5 

以下 

30/10 

40/10 

以下 

8/10 

8/10 

ｍ 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

約  ％ 

8.7 

4.6 

13.3 

 

 

 

商 業 地 域 

 

 

小 計 

約   ha 

  8.8 

115.2 

 45.4 

169.4 

以下 

40/10 

50/10 

60/10 

 

以下 

8/10 

8/10 

8/10 

 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

 ｍ 

― 

― 

― 

約  ％ 

0.5 

6.3 

2.5 

9.3 

 

 

 

準 工 業 

地 域 

 

小 計 

約   ha 

238.9 

 77.1 

  4.0 

320.0 

以下 

20/10 

30/10 

40/10 

以下 

6/10 

6/10 

6/10 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

 ｍ 

― 

― 

― 

約  ％ 

13.1 

4.2 

0.2 

17.6 

 

 

 

工 業 地 域 

 

 

小 計 

約   ha 

 95.2 

  1.3 

  2.9 

 99.4 

以下 

20/10 

30/10 

40/10 

 

以下 

6/10 

6/10 

6/10 

 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

 ｍ 

― 

― 

― 

約  ％ 

5.2 

0.1 

0.2 

5.5 

 

 

 

工 業 専 用 

地 域 

小 計 

約   ha 

― 

以下 

― 

以下 

― 

 

ｍ 

― 

 

㎡ 

― 

 

ｍ 

― 

約  ％ 

― 

 

 

 

合 計 

約   ha 

1,822.1 

以下 

 

以下 

 

ｍ 

 

㎡ 

 

ｍ 

 

   ％ 

100 

 

 

「種類、位置及び区域は、計画図表示のとおり」 

理 由：赤羽台周辺地区地区計画の変更に伴い、土地利用上の観点から検討した結果、用途地域を

変更する。 
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新旧対照表 

                           (  )内は変更箇所を示す。 

（北区分） 

種 類 容積率 建蔽率 

外壁

の後

退距

離の

限度 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築

物の

高さ

の限

度 

新旧対照面積表 

新 旧 
増減

[A-B] 面積[A] 比率 面積[B] 比率 

 

第一種 

低層住居 

専用地域 

小 計 

以下 

― 

以下 

― 

ｍ 

― 

㎡ 

― 

ｍ 

― 

約  ha 

― 

約  ％ 

― 

約  ha 

― 

約  ％ 

― 

約  ha 

― 

 

第二種 

低層住居 

専用地域 

小 計 

以下 

15/10 

以下 

6/10 

ｍ 

― 

㎡ 

― 

ｍ 

12 

約  ha 

21.6  

 

 

21.6  

約  ％ 

1.2  

 

 

1.2  

約  ha 

21.6  

 

 

21.6  

約  ％ 

1.2  

 

 

1.2  

約  ha 

― 

 

第一種 

中高層住居 

専用地域 

小 計 

以下 

15/10 

20/10 

30/10 

以下 

6/10 

6/10 

6/10 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

― 

約  ha 

283.8 

(204.3) 

12.8  

(500.9) 

約  ％ 

15.6 

(11.2)  

0.7  

(27.5) 

約  ha 

283.8 

(206.5) 

12.8  

(503.1) 

約  ％ 

15.6 

(11.3) 

  0.7  

(27.6) 

約 ha 

  

△2.2 

 

△2.2  

 

第二種 

中高層住居 

専用地域 

小 計 

以下 

20/10 

以下 

6/10 

ｍ 

― 

㎡ 

― 

ｍ 

― 

約  ha 

3.4  

 

 

3.4  

約  ％ 

0.2  

 

 

0.2  

約  ha 

3.4  

 

 

3.4  

約  ％ 

0.2  

 

 

0.2  

約 ha 

― 

 

 

 

 

第一種 

住居地域 

 

小 計 

以下 

20/10 

30/10 

40/10 

以下 

6/10 

6/10 

6/10 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

― 

 

約  ha 

290.2 

(134.8) 

3.5  

(428.5) 

約  ％ 

15.9 

(7.4) 

0.2  

(23.5) 

約  ha 

290.2 

(132.6) 

3.5  

(426.3) 

約  ％ 

15.9 

(7.3) 

0.2  

(23.4) 

約 ha 

  

2.2  

 

2.2 

 

第二種 

住居地域 

 

小 計 

以下 

20/10 

30/10 

以下 

6/10 

6/10 

ｍ 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

約  ha 

31.0  

5.4  

 

36.4  

約  ％ 

1.7  

0.3  

 

2.0  

約  ha 

31.0  

5.4  

 

36.4  

約  ％ 

1.7  

0.3  

 

2.0  

約 ha 

― 

 

 

 

 

 

 

種 類 容積率 建蔽率 

外壁

の後

退距

離の

限度 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築

物の

高さ

の限

度 

新旧対照面積表 

新 旧 
増減

[A-B] 面積[A] 比率 面積[B] 比率 

 

準住居 

地域 

 

小 計 

以下 

― 

以下 

― 

ｍ 

― 

㎡ 

― 

ｍ 

― 

約  ha 

― 

約  ％ 

― 

約  ha 

― 

約  ％ 

― 

約  ha 

― 

 

近隣商業 

地域 

 

小 計 

以下 

30/10 

40/10 

以下 

8/10 

8/10 

ｍ 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

約  ha 

157.8 

84.7  

 

242.5 

約  ％ 

8.7 

4.6  

 

13.3 

約  ha 

157.8 

84.7  

 

242.5 

約  ％ 

8.7 

 4.6  

 

13.3 

約  ha 

 ―  

 

 

 

 

商業地域 

 

 

小 計 

以下 

40/10 

50/10 

60/10 

以下 

8/10 

8/10 

8/10 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

― 

約  ha 

8.8  

115.2  

45.4  

169.4  

約  ％ 

0.5  

6.3  

2.5  

9.3  

約  ha 

8.8  

115.2  

45.4  

169.4  

約  ％ 

0.5  

6.3  

2.5  

9.3  

約  ha 

― 

 

準工業 

地域 

 

小 計 

以下 

20/10 

30/10 

40/10 

以下 

6/10 

6/10 

6/10 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

― 

約  ha 

238.9  

77.1  

4.0  

320.0  

約  ％ 

13.1  

 4.2  

0.2  

17.6  

約  ha 

238.9  

77.1  

4.0  

320.0  

約  ％ 

 13.1  

 4.2  

0.2  

 17.6  

約  ha 

― 

 

 

 

 

工業地域 

 

 

小 計 

以下 

20/10 

30/10 

40/10 

以下 

6/10 

6/10 

6/10 

ｍ 

― 

― 

― 

㎡ 

― 

― 

― 

ｍ 

― 

― 

― 

約  ha 

95.2  

1.3  

2.9  

99.4  

約  ％ 

5.2  

0.1  

0.2  

5.5  

約  ha 

95.2  

1.3  

2.9  

99.4  

約  ％ 

5.2  

0.1  

0.2  

5.5  

約  ha 

― 

 

工業専用 

地域 

 

小 計 

以下 

― 

以下 

― 

ｍ 

― 

㎡ 

― 

ｍ 

― 

約  ha 

― 

約  ％ 

― 

約  ha 

― 

約  ％ 

― 

約  ha 

― 

 

合 計 

     約  ha 

1,822.1 

約  ％ 

100 

約  ha 

1,822.1  

約  ％ 

100 

約  ha 
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変更概要                                                        （北区分） 

変更箇所 変更前 変更後 面積 備考 

北区赤羽台一丁目、赤羽台三丁目及び

赤羽西一丁目各地内 

第一種中高層住居専用地域 

建蔽率            ６０％ 

容積率       ２００％ 

第一種住居地域 

建蔽率        ６０％ 

容積率     ３００％ 

約２．２ｈａ 用途及び容積率の変更 
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都市計画の案の理由書  
 
１  種 類 ・ 名 称  

  東 京 都 市 計 画 用 途 地 域 （ 北 区 分 ）  

  （ 赤 羽 台 周 辺 地 区 地 区 計 画 関 連 ）  

 

２  理  由  

  本 地 区 は 、 Ｊ Ｒ 赤 羽 駅 に 近 接 し た 中 高 層 住 宅 地 に 位 置 し 、  

「 都 市 計 画 区 域 の 整 備 、 開 発 及 び 保 全 の 方 針 」 に お い て は 、 隣

接 す る 桐 ケ 丘 地 区 と と も に 、 人 々 の 活 動 や 交 流 の 中 心 の 場 で あ

る 「 生 活 の 中 心 地 」 と し て 位 置 付 け ら れ て お り 、 大 規 模 団 地 の

建 替 え に 当 た っ て は 、 団 地 内 と 周 辺 の 環 境 に 配 慮 し つ つ 、 土 地

の 有 効 利 用 が 進 め ら れ る と と も に 、 生 活 利 便 施 設 な ど の 立 地 が

誘 導 さ れ 、 良 好 な 住 環 境 を 有 す る 生 活 の 中 心 地 を 形 成 す る と し

て い る 。  

「 北 区 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン ２ ０ ２ ０ 」 で は 、 赤 羽 台 周 辺

地 区 を 「 地 区 連 携 拠 点 」 と し て 位 置 付 け て お り 、 地 域 の 生 活 利

便 機 能 や 公 共 サ ー ビ ス の 集 積 を 促 進 し つ つ 、 地 域 間 移 動 の た め

の 交 通 結 節 機 能 の 強 化 を 進 め 、 持 続 可 能 な 生 活 圏 を 形 成 す る と

し て い る 。 ま た 、 に ぎ わ い や 交 流 を 生 む 「 都 市 中 心 拠 点 」 に 近

接 す る 地 区 で あ る こ と を 踏 ま え 、 地 域 の 特 色 に 応 じ た 都 市 機 能

の 立 地 誘 導 を 図 り 、 新 た な 交 流 と 価 値 の 創 出 を 目 指 し て い く と

し て い る 。  

こ の た び 、 北 区 に お い て 、 団 地 の 建 替 え 事 業 に 伴 う 土 地 利 用

転 換 等 に よ り 、 地 区 内 の 土 地 利 用 や 人 の 流 れ が 大 き く 変 化 し て

い る な か で 、「 都 市 中 心 拠 点 」に 近 接 す る 地 区 に ふ さ わ し い 土 地

利 用 の 誘 導 や 緑 豊 か で 良 好 な 住 環 境 の 維 持 ・ 増 進 を 図 る た め 、

赤 羽 台 周 辺 地 区 地 区 計 画 の 変 更 を 行 う こ と と な っ た 。  

こ の よ う な 背 景 を 踏 ま え 、 赤 羽 台 周 辺 地 区 地 区 計 画 の 変 更 に

伴 い 、土 地 利 用 上 の 観 点 か ら 検 討 し た 結 果 、「 都 市 中 心 拠 点 」で

あ る 赤 羽 駅 に 近 接 す る 面 積 約 ２ ．２ ヘ ク タ ー ル の 区 域 に つ い て 、

用 途 地 域 を 変 更 す る 。  
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都市計画の案に対する意見書の提出状況について【参考】 

 

東京都市計画用途地域の変更に係る都市計画の案を、都市計画法（以下「法」という。）

第２１条第２項において準用する法１７条第１項の規定に基づき、令和３年１０月１３

日から２週間公衆の縦覧に供したところ、法第２１条第２項において準用する法１７条

第２項の規定により、同期間中に１通（１名）の意見書の提出があった。 

 

 

都市計画の種類及び名称 

東京都市計画用途地域（赤羽台周辺地区地区計画関連） 

11



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２９４号議案「東京都市計画高度地区の変更に

ついて（赤羽台周辺地区地区計画関連）」（北区決

定）に関する資料 
 

 

 

 

 

 

 

（１）諮問文（写）                    ・・・・１ 

（２）概要書                       ・・・・２ 

（３）位置図                       ・・・・３ 

（４）計画書                       ・・・・４ 

（５）総括図                       ・・・・７ 

（６）計画図                       ・・・・８ 
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（８）都市計画の案に対する意見書の要旨と見解       ・・・・10 

（９）協議結果通知書（写）                ・・・・11 

 

資 料 ３ 





 

 

概要書 

 

東京都市計画高度地区の変更について 

 

 

１ 都市計画の種類及び名称 

   東京都市計画高度地区 （赤羽台周辺地区地区計画関連） 

 

２ 位  置 

   北区赤羽台一丁目、赤羽台二丁目、赤羽台三丁目及び赤羽西一丁目各地内 

 

３ 決定内容 

  【別紙】「計画書」、「総括図」、「計画図」のとおり 

 

４ 決定理由 

  【別紙】「都市計画の案の理由書」のとおり 

 

５ 意見要旨と見解 

  【別紙】「都市計画の案に対する意見書の要旨と見解」のとおり 

      

       

６ これまでの経過と今後の予定 

令和３年 ３月２９日 都市計画原案の説明会に代わる動画配信 

 ９月 ９日 東京都知事協議（意見がない旨の通知） 

 １０月１３日～ 

１０月２７日 

都市計画の案の公告・縦覧 

 １１月１２日 北区都市計画審議会 

令和４年 １月２４日 都市計画の決定告示 
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東京都市計画高度地区の変更（北区決定） 

 

都市計画高度地区を次のように変更する。  

 

               面積欄の（ ）内は変更前を示す。 

種  類 面 積 建築物の高さの最高限度又は最低限度 備考 

（ 

最 

高 

限 

度 

） 

第 1 種 

高度地区 
約 0.0 ha 

建築物の各部分の高さ（地盤面からの高さ

による。以下同じ。）は、当該部分から前面

道路の反対側の境界線又は隣地境界線まで

の真北方向の水平距離の 0.6 倍に 5 メー

トルを加えたもの以下とする。 

 

第 2 種 

高度地区 

約 991.0 ha 

（993.2） 

建築物の各部分の高さは、当該部分から前

面道路の反対側の境界線又は隣地境界線ま

での真北方向の水平距離が8 メートル以内

の範囲にあっては、当該水平距離の1.25 倍

に 5 メートルを加えたもの以下とし、当該

真北方向の水平距離が8 メートルを超える

範囲にあっては、当該水平距離から 8 メー

トルを減じたものの 0.6 倍に 15 メートル

を加えたもの以下とする。 

 

第 3 種 

高度地区 

約 389.9 ha 

（387.7） 

建築物の各部分の高さは、当該部分から前

面道路の反対側の境界線又は隣地境界線ま

での真北方向の水平距離が8 メートル以内

の範囲にあっては、当該水平距離の1.25 倍

に 10 メートルを加えたもの以下とし、当

該真北方向の水平距離が8 メートルを超え

る範囲にあっては、当該水平距離から 8 メ

ートルを減じたものの 0.6 倍に 20 メート

ルを加えたもの以下とする。 

 

35ｍ 

高度地区 
約 9.6 ha 建築物の高さは 35 メートル以下とする。 

 

40ｍ 

高度地区 
約 7.5 ha 建築物の高さは 40 メートル以下とする。 

 

小計 約 1398.0 ha 
 

 

 

 

1 制限の緩和 

(1) この規定の適用による隣地との関係等による緩和に関する措置は、次の

ア及びイに定めるところによる。ただし、イの規定については、北側の

前面道路又は隣地との関係についての建築物の各部分の高さの最高限

度（以下「斜線型高さ制限」という。）が定められている場合において

は、その高さを算定するときに限る。 

ア 北側の前面道路の反対側に水面、線路敷その他これらに類するもの

（以下「水面等」という。）がある場合又は敷地の北側の隣地境界線に

接して水面等がある場合においては、当該前面道路の反対側の境界線

又は当該水面等に接する隣地境界線は、当該水面等の幅の 2 分の 1 だ

け外側にあるものとみなす。 

イ 敷地の地盤面が北側の隣地（北側に前面道路がある場合においては、

当該前面道路の反対側の隣接地をいう。以下同じ。）の地盤面（隣地に

建築物がない場合においては、当該隣地の平均地表面をいう。以下同

じ。）より 1 メートル以上低い場合においては、当該敷地の地盤面は、

当該高低差から 1 メートルを減じたものの 2 分の 1 だけ高い位置に

あるものとみなす。 

(2) 一の敷地とみなすこと等による緩和の措置は、次のア及びイに定めると

ころによる。 

ア 建築物の敷地又は建築物の敷地以外の土地で二以上のものが一団地

を形成している場合において、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）

第 86 条第 1 項及び第 3 項（同法第 86 条の 2 第 8 項においてこれら

の規定を準用する場合を含む。）の規定により一又は二以上の構えを成

す建築物の一の敷地とみなす当該一団地については、当該一団地を当

該一又は二以上の構えを成す建築物の一の敷地とみなす。 

イ 一定の一団の土地の区域について、建築基準法第 86 条第 2 項及び第

4 項（同法第 86 条の 2 第 8 項においてこれらの規定を準用する場合

を含む。）の規定により、当該区域内に現に存することとなる各建築物

の一の敷地とみなす当該一定の一団の土地の区域については、当該一

定の一団の土地の区域をこれら建築物の一の敷地とみなす。 

 

2 既存不適格建築物等に対する適用の除外 

(1) この規定の適用の際に、現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは

模様替の工事中の建築物が当該規定に適合しない部分を有する場合に

おいては、当該建築物の部分に対しては、当該規定は適用しない。 

(2) この規定による建築物の高さの最高限度から斜線型高さ制限を除いた

建築物の高さの限度(以下「絶対高さ制限」という。)を定める都市計画

を告示する日において、現に存する建築物又は現に建築の工事中の建築

物のうち、その高さが絶対高さ制限を超えるものに関し、アからウまで

のいずれにも該当すると区長が認めた場合は、当該建築物に係る絶対高

さ制限においてその高さを算定するときに限り、この規定は適用しな

い。 

 

 4



 

 

ア 建替え後の建築物の敷地面積は、現に存する建築物又は現に建築の工

事中の建築物の敷地面積を下回らないこと。ただし、建築基準法第 86 

条の 9 第 1 項各号に掲げる事業の施行により変更が生じた場合は、こ

の限りでない。 

イ 建替え後の建築物の高さは、現に存する建築物又は現に建築の工事中

の建築物の高さを超えないこと。 

ウ 建替え後の建築物の絶対高さ制限を超える建築物の部分の形状及び

規模は、現に存する建築物又は現に建築の工事中の建築物の絶対高さ

制限を超える建築物の部分の形状及び規模と同程度であること。 

 

3 地区計画等による特例 

都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 12 条の 4 第 1 項の規定によ

る地区計画等又は景観法（平成 16 年法律第 110 号）第 61 条第 1 項に規

定する景観地区により建築物の高さの最高限度を定めた区域内の建築物

については、この規定による絶対高さ制限に関する規定は適用しない。 

 

4 許可による特例 

次の(1)から(3)のいずれかに該当する建築物で特定行政庁（当該建築物

に関する建築基準法上の事務について権限を有する特定行政庁をいう。以

下同じ。）が許可したものについては、この規定は適用しない。この場合

において、特定行政庁は、それぞれの規定に基づき許可するときは、あら

かじめ、建築審査会の同意を得るものとする。 

(1) 都市計画として決定した一団地の住宅施設に係る建築物で土地利用上

適当と認められるもの。 

(2) 建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 136 条に定める敷地内

の空地及び敷地面積の規模を有する敷地に総合的な設計に基づいて建

築される建築物で市街地の環境の整備改善に資すると認められるもの。 

(3) 公益上又は土地利用上やむを得ないもので、かつ、良好な市街地環境の

形成に資すると認められる建築物、又は周囲の状況等により環境上支障

がないと認められる建築物。 

 

 
 
 
 
 
 
 

種  類 面 積 建築物の高さの最高限度又は最低限度 備考 

（ 

最 

低 

限 

度 

） 

既決定地区 

 
小台通り地区 
 
環七通り地区 
 
本郷通り・区役所前
通り地区 
 
北本通り地区 
 
補助 88 号線地区 
 
補助 83 号線南地区 
 
補助 86 号線志茂 
地区 
 
補助 86 号線赤羽西
地区 
 
補助 83 号線北地区 
 
補助 81 号線沿道 
地区 
 
補助 73 号線沿道 
地区 
 
補助 85 号線沿道 
地区 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約 115.1 ha 

 建築物の高さ（地盤面からの高さに

よる。以下同じ。）の最低限度は７メー

トルとする。ただし、次の各号の一に

該当する建築物又は建築物の部分につ

いては、この規定は適用しない。 

(1) 都市計画施設の区域内の建築物 

(2) 高さが７メートル未満の建築物の

部分の水平投影面積の合計が建築

面積の２分の１未満かつ 100 平方

メートル未満の建築物の当該部分 

(3) 増築又は改築に係る建築物で当該

増築又は改築が建築基準法施行令

（昭和 25 年政令第 338号）第 137

条の10第 1号及び第2号に定める

範囲のもの 

(4) 附属建築物で平屋建のもの（建築

物に附属する門又はへいを含む。） 

(5) 地下若しくは高架の工作物内又は

道路内に設ける建築物その他これ

らに類するもの 

(6) その他の建築物で特定行政庁（当

該建築物に関する建築基準法上の

事務について権限を有する特定行

政庁をいう。）が公益上又は土地利

用上やむを得ないと認めて許可し

たもの 

 

小 計 

 

約 115.1 ha 

 

 

 

合  計 

 

約 1513.1ha 

 

「種類、位置および区域は、計画図表示のとおり」 

理 由 

  赤羽台周辺地区地区計画の変更に伴い、土地利用上の観点から検討した結果、高度地区を変更

する。  
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変更概要 

                変更前・変更後欄 上段：最高限度高度地区 

                       下段：最低限度高度地区 

変更箇所 変更前 変更後 面積 備考 

北区赤羽台一丁目、赤羽台

三丁目及び赤羽西一丁目
各地内 

第 2種高度地区 第 3 種高度地区 
約 2.2 ha 

 
 

指定無し 指定無し 
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都市計画の案の理由書  
 
１  種 類 ・ 名 称  

  東 京 都 市 計 画 高 度 地 区 （ 北 区 分 ）  

  （ 赤 羽 台 周 辺 地 区 地 区 計 画 関 連 ）  

 

２  理  由  

  本 地 区 は 、 Ｊ Ｒ 赤 羽 駅 に 近 接 し た 中 高 層 住 宅 地 に 位 置 し 、  

「 都 市 計 画 区 域 の 整 備 、 開 発 及 び 保 全 の 方 針 」 に お い て は 、 隣

接 す る 桐 ケ 丘 地 区 と と も に 、 人 々 の 活 動 や 交 流 の 中 心 の 場 で あ

る 「 生 活 の 中 心 地 」 と し て 位 置 付 け ら れ て お り 、 大 規 模 団 地 の

建 替 え に 当 た っ て は 、 団 地 内 と 周 辺 の 環 境 に 配 慮 し つ つ 、 土 地

の 有 効 利 用 が 進 め ら れ る と と も に 、 生 活 利 便 施 設 な ど の 立 地 が

誘 導 さ れ 、 良 好 な 住 環 境 を 有 す る 生 活 の 中 心 地 を 形 成 す る と し

て い る 。  

「 北 区 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン ２ ０ ２ ０ 」 で は 、 赤 羽 台 周 辺

地 区 を 「 地 区 連 携 拠 点 」 と し て 位 置 付 け て お り 、 地 域 の 生 活 利

便 機 能 や 公 共 サ ー ビ ス の 集 積 を 促 進 し つ つ 、 地 域 間 移 動 の た め

の 交 通 結 節 機 能 の 強 化 を 進 め 、 持 続 可 能 な 生 活 圏 を 形 成 す る と

し て い る 。 ま た 、 に ぎ わ い や 交 流 を 生 む 「 都 市 中 心 拠 点 」 に 近

接 す る 地 区 で あ る こ と を 踏 ま え 、 地 域 の 特 色 に 応 じ た 都 市 機 能

の 立 地 誘 導 を 図 り 、 新 た な 交 流 と 価 値 の 創 出 を 目 指 し て い く と

し て い る 。  

こ の た び 、 北 区 に お い て 、 団 地 の 建 替 え 事 業 に 伴 う 土 地 利 用

転 換 等 に よ り 、 地 区 内 の 土 地 利 用 や 人 の 流 れ が 大 き く 変 化 し て

い る な か で 、「 都 市 中 心 拠 点 」に 近 接 す る 地 区 に ふ さ わ し い 土 地

利 用 の 誘 導 や 緑 豊 か で 良 好 な 住 環 境 の 維 持 ・ 増 進 を 図 る た め 、

赤 羽 台 周 辺 地 区 地 区 計 画 の 変 更 を 行 う こ と と な っ た 。  

こ の よ う な 背 景 を 踏 ま え 、 赤 羽 台 周 辺 地 区 地 区 計 画 の 変 更 に

伴 い 、土 地 利 用 上 の 観 点 か ら 検 討 し た 結 果 、「 都 市 中 心 拠 点 」で

あ る 赤 羽 駅 に 近 接 す る 面 積 約 ２ ．２ ヘ ク タ ー ル の 区 域 に つ い て 、

高 度 地 区 を 変 更 す る 。  

 

9



 

 1 / 1 
 

都市計画の案に対する意見書の要旨と見解 

下記に係る都市計画の案を、都市計画法（以下「法」という。）第１７条第１項の規定又は法２１条第２項において準用する第１７条第１項の規

定に基づき、令和３年１０月１３日から１０月２７日までの２週間公衆の縦覧に供したところ、法１７条第２項の規定又は法２１条第２項又にお

いて準用する第１７条第２項の規定により、同期間中に１通（１名）の意見書の提出があった。その意見書の要旨及び北区の見解は次の通りであ

る。 

都市計画の種類及び名称  

東京都市計画高度地区 （赤羽台周辺地区地区計画関連） 

意 見 書 の 要 旨 北 区 の 見 解 

Ⅰ 賛成意見に関するもの  （なし）  

Ⅱ 反対意見に関するもの  １通（１名）  

 高度地区による建築物の高さの制限が存在すると、需要の高い高利便

性住宅の建設が不可能となる。（総合設計制度活用） 

 従って、高度地区に関しては、指定なしとすべきである。もしくは、特 

例の許可を附すべきである。 

 本地区計画の変更に併せて行う高度地区の変更は、上位計画や「用途

地域等に関する指定方針及び指定基準（東京都）」等に基づき、市街地の

特性に応じて、周辺の居住環境の保全を図るために定めております。 

Ⅲ その他の意見  （なし）  
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報告事項「用途地域等の一括変更への取り組み 

状況について」に関する資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 ４ 



 

第 110 回都市計画審議会報告資料 

令 和 ３ 年 11 月 12 日 

 
用 途 地 域 等 の 一 括 変 更 へ の 取 り 組 み 状 況 に つ い て  

 
１  要   旨  
  用 途 地 域 等 の 一 括 変 更 に お け る 原 案 等 の 作 成 に つ い て 、 東 京 都 か ら

の 依 頼 に 基 づ き 作 業 を 行 い 、 こ の 度 、 都 市 計 画 変 更 素 案 を 作 成 し た 。  

  今 後 は 、都 市 計 画 変 更 素 案 に つ い て 住 民 説 明 等 を 行 い 、提 出 期 限 が 令

和 4 年 3 月 末 で あ る 都 市 計 画 変 更 原 案 の 作 成 を 行 う 。  

   

２  現   況 （ 経 過 等 ）  

  令 和 ２ 年  １ 月  東 京 都 か ら 都 市 計 画 等 変 更 原 案 等 の 作 成 依 頼  

       3 月  北 区 議 会 建 設 委 員 会 報 告  

          第 106 回 都 市 計 画 審 議 会 報 告  

            ６ 月  業 務 委 託 契 約 締 結 、 変 更 検 討 箇 所 の 抽 出 作 業 着 手  

       ７ 月  新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 拡 大 に 伴 い 、 原 案 等 の  

          提 出 期 限 を 令 和 3 年 ９ 月 か ら 令 和 4 年 ３ 月 に 変 更  

          第 107 回 都 市 計 画 審 議 会 報 告  

      １ ２ 月  第 108 回 都 市 計 画 審 議 会 報 告  

  令 和 ３ 年  ３ 月  第 109 回 都 市 計 画 審 議 会 報 告  

       ９ 月  北 区 議 会 建 設 委 員 会 報 告  

 

３  用 途 地 域 等 一 括 変 更 素 案 の 内 容  

  別 紙 資 料 の と お り  

 

４  今 後 の 予 定  

  令 和 3 年 １ １ 月  北 区 議 会 建 設 委 員 会 報 告  

          用 途 地 域 等 一 括 変 更 素 案 に つ い て 住 民 説 明  

  令 和 4 年  3 月  都 市 計 画 審 議 会 （ 諮 問 、 答 申 ）  

      ３ 月 末  東 京 都 へ 都 市 計 画 変 更 原 案 の 提 出  

  令 和 4 年 度    都 市 計 画 変 更 手 続 き  

  令 和 5 年 度    都 市 計 画 変 更 決 定 等  



用途地域等一括変更箇所一覧

用途 建蔽率 容積率 高度 防火 用途 建蔽率 容積率 高度 防火 現行 変更（素案）

1 浮間四丁目 工業 60 200 - 準防火 準工 60 200 2高 防火 - 4h/2.5h/4m

2 浮間四丁目 工業 60 200 - 準防火 準工 60 200 2高 防火 - 4h/2.5h/4m

3 浮間一丁目 準工 60 200 2高 準防火 工業 60 200 - 準防火 4h/2.5h/4m -

4 赤羽北二丁目、赤羽台四丁目 一中高 60 150 2高 準防火 準工 60 200 2高 準防火 3h/2h/4m 4h/2.5h/4m

5 赤羽一丁目、赤羽三丁目 一中高 60 150 2高 準防火 商業 80 500 2高 防火 3h/2h/4m -

6 赤羽一丁目 近商 80 300 - 準防火 商業 80 600 - 防火 5h/3h/4m -

7 赤羽西二丁目 一中高 60 150 2高 準防火 近商 80 300 - 準防火 3h/2h/4m 5h/3h/4m

8 神谷一丁目、王子五丁目 一住 60 200 2高 準防火 工業 60 200 - 準防火 4h/2.5h/4m -

9-1 東十条三丁目 準工 60 200 2高 準防火 一住 60 200 2高 準防火 4h/2.5h/4m 4h/2.5h/4m

9-2 東十条三丁目 準工 60 200 2高 準防火 近商 80 300 3高 準防火 4h/2.5h/4m 5h/3h/4m

10 豊島四丁目、豊島五丁目 工業 60 200 - 防火 二住 60 200 - 防火 - -

11-1 十条台一丁目、王子本町三丁目 一中高 60 200 2高 準防火 二住 60 200 2高 準防火 3h/2h/4m 4h/2.5h/4m

11-2 十条台一丁目、王子本町三丁目 二住 60 200 2高 準防火 一中高 60 200 2高 準防火 4h/2.5h/4m 3h/2h/4m

12 王子一丁目 準工 60 200 - 準防火 商業 80 600 - 防火 4h/2.5h/4m -

13 堀船一丁目 準工 60 200 2高 準防火 近商 80 300 3高 準防火 4h/2.5h/4m 4h/2.5h/4m

14 王子一丁目、堀船一丁目 近商 80 300 3高 準防火 商業 80 500 - 防火 4h/2.5h/4m -

※特別用途地区については変更はなし

日影規制
（規制時間/測定面高さ）

用途地域等

※日影規制の5ｈ/3ｈ/4ｍは、敷地境界線からの水平距離５ｍを超え10ｍ以内の規制時間５時間以上、同10ｍ超えの規制時間３時間以上、
　測定水平面４ｍを表します。

No. 変更箇所 現行 変更（素案）

別紙



































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告事項「再開発等促進区を定める地区計画の変

更に関する素案の作成について（豊島八丁目地区

地区計画）（東京都決定）」に関する資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 ５ 



 

第 110 回都市計画審議会報告資料  

令 和 3 年 11 月 12 日 

 
再 開 発 等 促 進 区 を 定 め る 地 区 計 画 の 変 更 に 関 す る 素 案 の 作 成 に つ い て  

（ 豊 島 八 丁 目 地 区 地 区 計 画 ）（ 東 京 都 決 定 ）  
 
 
１  要   旨  
  「 再 開 発 等 促 進 区 を 定 め る 地 区 計 画 （ 都 決 定 ） の 変 更 に 関 す る 素 案 の

作 成 に つ い て 」 令 和 ２ 年 １ 月 2４ 日 に 東 京 都 よ り 依 頼 が あ っ た 。 （ 別 紙

１ ）変 更 内 容 は 、平 成 30 年 4 月 1 日 の 建 築 基 準 法 一 部 改 正 に 伴 う 規 定

の 整 備 で あ る 。 区 で は 依 頼 に 基 づ き 東 京 都 と 協 議 の う え 、 都 市 計 画 変 更

素 案 資 料 （ 別 紙 ２ ） を 作 成 し 、 令 和 ３ 年 ９ 月 末 に 提 出 し た 。  

 

 

２  現   況 （ 経 過 等 ）  

令 和 ２ 年  １ 月    東 京 都 か ら 都 市 計 画 変 更 素 案 の 作 成 依 頼  

      3 月    北 区 議 会 建 設 委 員 会 報 告  

           第 106 回 都 市 計 画 審 議 会 報 告  

     ６ 月 ～   業 務 委 託 契 約 締 結  

          東 京 都 と の 事 前 協 議 、 都 市 計 画 変 更 素 案 の 作 成  

  令 和 ３ 年  ９ 月     都 市 計 画 変 更 素 案 の 提 出  

 

 

３  都 市 計 画 変 更 素 案  

別 紙 ２ の と お り  

 

４  今 後 の 予 定  

  令 和 4 年 度     都 市 計 画 変 更 手 続 き  

令 和 5 年 度     都 市 計 画 変 更 決 定 等  
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【 参 考 】  

都 市 計 画 法 に 「 田 園 住 居 地 域 」 が 創 設 さ れ た こ と に 伴 い 、 建 築 基 準 法 別 表

第 ２ （ ち ） 項 と し て 同 地 域 に 係 る 建 築 物 の 制 限 が 追 加 さ れ 、 以 下 各 項 が 改

定 さ れ た 。  

 

 建 築 基 準 法  

建 築 基 準 法 別 表 第 ２ （ 改 正 前 ）   建 築 基 準 法 別 表 第 ２ （ 改 正 後 ）  

(い ) 一 低 層 に 建 築 で き る 建 築 物   (い ) 一 低 層 に 建 築 で き る 建 築 物  

(ろ ) 二 低 層 に 建 築 で き る 建 築 物   (ろ ) 二 低 層 に 建 築 で き る 建 築 物  

(は ) 一 中 高 に 建 築 で き る 建 築 物   (は ) 一 中 高 に 建 築 で き る 建 築 物  

(に ) 二 中 高 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物   (に ) 二 中 高 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物  

(ほ ) 一 住 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物   (ほ ) 一 住 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物  

(へ ) 二 住 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物   (へ ) 二 住 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物  

(と ) 準 住 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物   (と ) 準 住 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物  

(ち ) 近 商 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物   (ち ) 田園住居地域に建築することができ

る建築物 

(り ) 商 業 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物   (り ) 近 商 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物  

(ぬ ) 準 工 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物   (ぬ ) 商 業 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物  

(る ) 工 業 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物   (る ) 準 工 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物  

(を ) 工 専 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物   (を ) 工 業 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物  

(わ ) 用 途 地 域 の 指 定 の な い 区 域 内 に 建 築

し て は な ら な い 建 築 物  

 (わ ) 工 専 に 建 築 し て は な ら な い 建 築 物  

   (か ) 用 途 地 域 の 指 定 の な い 区 域 内 に 建 築

し て は な ら な い 建 築 物  

 

 

  平 成 29 年 6 月 １ ４ 日  公 布  

  平 成 30 年 4 月  １ 日  施 行  
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印影を加工しています


















